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請
が
か
な
り
あ
る
と
聞
い
て

い
る
。

　

　

住
宅
用
火
災
警
報
器

を
申
請
で
助
成
す
る
の
で
は

な
く
、
対
象
者
に
優
先
的
に

設
置
し
て
い
く
考
え
は
。

　

副
市
長　

自
分
の
命
は
自

分
で
守
る
、
と
い
う
の
が
基

本
で
あ
り
、
そ
の
趣
旨
で
設

置
普
及
を
推
進
し
て
い
く
こ

と
が
大
切
だ
。
市
か
ら
火
災

警
報
器
を
一
方
的
に
配
布
す

る
考
え
は
な
い
。

◆
国
保
制
度
に
つ
い
て

　

　

無
保
険
世
帯
は
ど
れ

ぐ
ら
い
あ
る
の
か
。

　

国
保
医
療
課
長　

国
保
税

の
滞
納
世
帯
で
連
絡
が
と
れ

な
い
と
い
う
意
味
で
は
、
３ 

０
０
か
ら
４
０
０
世
帯
あ
る
。

　

　

国
保
税
を
引
き
下
げ
、

総

務

◆
住
宅
用
火
災
警
報
器
設
置

の
啓
発
普
及
に
つ
い
て

　

　

住
宅
用
火
災
警
報
器

の
設
置
状
況
及
び
設
置
率
は

ど
う
か
。

　

消
防
本
部
参
事　

約
４
８ 

０
０
世
帯
が
設
置
済
み
と
推

測
し
て
い
る
。
設
置
率
と
し

て
は
、
17
・
８
％
で
あ
る
。

　

　

住
宅
用
火
災
警
報
器

の
助
成
の
状
況
は
ど
う
か
。

　

消
防
本
部
参
事　

障
害
等

級
が
１
、２
級
の
方
で
介
護

を
必
要
と
す
る
方
を
対
象
に

１
個
給
付
す
る
制
度
が
あ
る

が
、
申
請
の
実
績
は
な
い
。

社
会
福
祉
課
及
び
健
康
介
護

課
で
実
施
し
て
い
る
日
常
生

活
用
具
給
付
事
業
で
は
、
申

納
付
率
を
上
げ
る
こ
と
が
無

保
険
の
世
帯
を
な
く
し
て
い

く
一
つ
の
策
で
は
な
い
の
か
。

　

国
保
医
療
課
長　

国
保
税

の
引
き
下
げ
は
国
保
制
度
自

体
の
仕
組
み
も
あ
り
、
現
状

で
は
難
し
い
と
考
え
る
。

◆
後
期
高
齢
者
医
療
制
度
に

つ
い
て

　

　

資
格
証
明
書
を
発
行

す
る
基
準
は
あ
る
の
か
。

　

国
保
医
療
課
長　

現
在
、

基
準
は
京
都
府
後
期
高
齢
者

医
療
広
域
連
合
で
作
成
中
で

あ
る
。文

教
福
祉

◆
中
学
生
の
自
転
車
通
学
時

の
安
全
に
つ
い
て

　

　

ヘ
ル
メ
ッ
ト
の
着
用

率
が
低
く
、
無
灯
火
運
転
も

見
受
け
ら
れ
る
。
早
急
に
対

策
を
考
え
て
ほ
し
い
が
ど
う

か
。

　

学
校
教
育
課
長　

ヘ
ル
メ

ッ
ト
の
着
用
と
走
行
時
の
自

転
車
ラ
イ
ト
の
灯
火
に
つ
い

て
指
導
し
て
い
き
た
い
。

◆
平
成
23
年
度
か
ら
の
小
学

校
で
の
英
語
授
業
に
つ
い
て

　

　

ど
の
よ
う
な
教
育
方

針
で
英
語
の
授
業
を
導
入
さ

れ
る
つ
も
り
か
。

　

学
校
教
育
課
総
括
指
導
主

事　

ま
ず
、
小
学
校
教
師
の

不
安
を
取
り
除
く
こ
と
が
大

切
だ
。
教
育
方
針
の
基
本
は
、

英
語
力
の
基
礎
を
培
う
こ
と

に
あ
る
。
そ
の
上
で
、
小
学

校
と
中
学
校
と
の
連
携
を
強

め
、
研
修
を
重
ね
て
い
き
た

い
。

◆
小
学
校
給
食
費
の
調
理
民

営
化
に
つ
い
て

　

　

調
理
が
民
営
化
に
な

る
と
、
栄
養
士
と
調
理
師
と

の
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
が

法
的
に
で
き
な
い
の
で
は
な

い
か
。

　

学
校
教
育
課
担
当
課
長　

恒
常
的
な
も
の
で
な
い
限
り

認
め
ら
れ
る
も
の
と
考
え
て

い
る
。
ま
た
、
そ
の
趣
旨
に

沿
っ
た
判
例
も
あ
る
。

◆
学
校
給
食
の
食
材
納
入
の

検
品
に
つ
い
て

　

　

一
部
の
小
学
校
で
食

材
納
入
業
者
が
、
給
食
調
理

主
任
の
立
ち
会
い
も
な
く
、

早
朝
か
ら
食
材
が
置
か
れ
て

い
た
事
例
が
あ
っ
た
が
、
検

品
体
制
は
ど
う
な
っ
て
い
る

の
か
。

　

学
校
教
育
課
担
当
課
長　

午
前
８
時
か
ら
９
時
ま
で
の

間
に
納
入
す
る
誓
約
書
を
業

者
か
ら
提
出
さ
せ
て
い
る
が
、

遵
守
し
て
い
な
い
業
者
が
い

る
と
の
報
告
が
あ
っ
た
。
詳

し
く
調
査
し
、
し
か
る
べ
き

指
導
を
行
う
。
な
お
、
納
入

に
当
た
っ
て
は
、
業
者
立
ち

会
い
の
も
と
、
調
理
主
任
が

検
収
表
に
基
づ
き
納
入
食
材

の
状
態
、
数
量
等
を
チ
ェ
ッ

ク
す
る
こ
と
に
な
っ
て
い
る
。

建
設
経
済

◆
都
市
公
園
へ
の
健
康
遊
具

の
導
入
に
つ
い
て

　

　

健
康
遊
具
が
新
し
い

公
園
で
一
部
設
置
さ
れ
て
い

る
が
、
既
存
の
公
園
に
つ
い

て
も
導
入
し
て
い
く
考
え
は
。

　

施
設
管
理
課
長　

安
全
面

で
疑
問
が
あ
る
危
険
遊
具
を

撤
去
し
て
か
ら
、
健
康
遊
具

の
導
入
を
検
討
し
た
い
。

◆
黒
田
川
工
事
に
か
か
る
水

抜
き
管
の
問
題
に
つ
い
て

　

　

な
ぜ
こ
の
よ
う
な
不

適
切
な
位
置
に
設
置
し
た
の

か
。
検
査
体
制
は
ど
う
で
あ

っ
た
の
か
。

　

副
市
長　

本
市
職
員
の
技

術
力
が
劣
っ
て
い
た
と
言
わ

ざ
る
を
得
な
い
。
反
省
し
て
、

今
後
の
検
査
体
制
の
充
実
及

び
全
体
的
な
技
術
力
の
向
上
、

強
化
に
取
り
組
み
た
い
。

◆
不
況
対
策
に
つ
い
て

　

　

平
成
20
年
度
に
市
民

ニ
ー
ズ
調
査
や
事
業
所
調
査

な
ど
を
行
っ
た
が
、
方
法
や

内
容
な
ど
で
改
善
す
る
余
地

が
あ
る
の
で
は
な
い
か
。

　

経
済
環
境
部
副
部
長　

平

成
21
年
度
に
行
う
調
査
で
は
、

さ
ら
に
調
査
方
法
、
内
容
に

つ
い
て
精
査
し
実
施
し
た
い
。

◆
Ｊ
Ｒ
及
び
近
鉄
駅
エ
レ
ベ

ー
タ
ー
、
エ
ス
カ
レ
ー
タ
ー

の
保
守
管
理
区
分
に
つ
い
て

　

　

ど
の
よ
う
に
管
理
を

区
分
し
て
い
る
の
か
、
ま
た
、

そ
の
区
分
を
見
直
す
考
え
は
。

　

建
設
部
副
部
長　

自
由
通

路
部
分
に
設
置
の
も
の
に
つ

い
て
は
市
が
管
理
を
行
い
、

駅
施
設
内
の
も
の
に
つ
い
て

は
、
鉄
道
会
社
で
管
理
を
行

う
こ
と
に
な
っ
て
い
る
。
な

お
、
自
由
通
路
は
市
道
認
定

さ
れ
て
お
り
、
市
が
管
理
す

べ
き
も
の
と
考
え
る
。

◆
大
日
本
印
刷
の
新
工
場
建

設
計
画
の
延
期
に
つ
い
て

　

　

延
期
に
係
る
損
失
を

計
算
し
た
の
か
。
ま
た
、
計

画
は
ほ
ご
に
さ
れ
た
の
で
は

な
い
の
か
。

　

経
済
環
境
部
長　

試
算
は

行
い
た
い
。
な
お
、
約
束
を

破
ら
れ
た
と
は
考
え
て
い
な

い
の
で
、
計
画
が
実
行
さ
れ

る
よ
う
努
力
し
た
い
。

自転車通学で生徒の　　　　　　　　
　　　　　　　安全を守るヘルメット

所
管
事
務
調
査

健康遊具が設置されている　　　　
　　　　　　　　花見山公園の様子

「気候保護法（仮称）」の制定を求める意見書
　京都議定書の第一約束期間が昨年の２００８年から始まっているが、わが国の対
策は遅々として進まず、気候変動による悪影響が年々顕著になっており、生活の
安全や経済活動の基盤にも深刻な影響が及びかねない状況にある。
　とりわけ日本は、温室効果ガス削減の中長期的目標を設定し、その目標を達成
するための施策を包括的かつ総合的に導入・策定し、実践していく必要がある。
また、炭素税やキャップ＆トレード型の排出量取引等の制度を導入することで、
炭素に価格をつけ、脱温暖化の経済社会を構築するとともに再生可能エネルギー
の導入のインセンティブとなるような制度について検討すべきである。
　よって、国におかれては、上記の内容の実現を約束する法律を制定するよう強
く要請する。

可決した 意見書（要約）

保育制度改革に関する意見書
　保育所において、保育の質がしっかり確保され、新たな時代の要請に即した機
能や役割が十分果たされることが重要である。本来、福祉施策であるはずの保育
制度に改革との大義名分で市場原理が導入されると、保育業界に過度の競争を引
き起こし、子供たちの最善の利益を失うことが懸念される。
　よって、国においては、保育の質をしっかり守った保育制度を維持するよう、
下記の事項について強く要望する。
１．地方財政にも配慮し、保育の質をしっかり確保できる制度を維持すること。
２．直接契約制度及び直接補助制度は導入しないこと。
３．福祉の後退を招く保育所最低基準の見直しは行わないこと。
４．制度の改革に当たっては、関係者が納得できる仕組みや基準を確保すること。

後期高齢者医療制度における資格証明書運用に関する意見書
　後期高齢者医療制度創設に伴い、７５歳以上の高齢者に対しての資格証明書交付
が制度化された。しかし、同証交付世帯数は増加しても、「滞納世帯数割合」は
減少せず、むしろ増えている。このことは、同証発行が収納率向上に役立ってい
ないことを示している。所得のない高齢者へ「個人の責任で保険料を支払え」と
する仕組み自体に、そもそも矛盾がある。その上、払えない高齢者へ資格証明書
を交付するなら、矛盾の上に矛盾を重ねることになる。
　京都府後期高齢者医療広域連合においては、資格証明書の運用について慎重に検
討され、原則として資格証明書を交付しないよう努められることを強く要望する。
　また、外部委員も含めた「資格証明書交付審査会」等を設置し、資格証明書交
付の判断を厳格化することを求めるものである。

企業・団体の政治献金の禁止を求める意見書
　「政治とカネ」の問題による政治腐敗事件の多くが政治家をめぐる企業・団体
献金に起因していることは明らかである。もともと営利を目的とする企業や業界
団体が政治献金するのは、何らかの見返りを期待したものと推察するのは当然で
ある。現行の政治資金規正法では、企業や団体による政治家個人の資金管理団体
への献金を禁じているが、政党やその支部にいったん献金し、資金管理団体など
の政治団体にまわす迂回献金の抜け道は残されている。
　こうしたことから、企業・団体からの政治献金は全面的に禁止とすることとし、
同時に政治活動に要する資金は、個人献金や党費等によって支えられるようにす
べきである。
　よって、国におかれては、企業・団体からの政治献金を禁止するよう求める
ものである。

議 員 研 修 会 報 告 委員会管外研修報告

平成 20 年度第 2回議員研修会（2月 6日）
｢子どもの虐待防止に向けて｣
～具体的支援とその課題を考える～
（社福）大阪水上隣保館/総合施設長 北條正治氏
（社福）ファミリーポートひらかた

　　　/チーフ 山下裕美氏

建設経済常任委員会（2月 4日～ 5日）
（愛知県安城市）
｢区画整理事業完了後のまちづくりについて｣
（愛知県高浜市）
｢企業誘致の取り組みについて｣

厳　重　注　意　書（要約）
　井上公議員の農地法上の行為は、議員
という立場から不適切であったと言わざる
を得ません。議会の信用、権威を失墜さ
せるとともに、他議員に多大な迷惑をかけ
たことは、誠に遺憾であります。
　つきましては、心から反省されるととも
に、今後このようなことがないよう厳重に
注意します。

議長　上田　登

井 

上 

公 

議 

員 

へ 

厳 

重 

注 

意


